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（収益の帰属・負担金の分担） 

第 15条 本物件から生ずる収益の帰属及び各種負担金の分担について、前条第１項及び第３項

を準用する。 

（手付解除） 

第 16条 売主は、買主に受領済みの手付金の倍額を支払い、また、買主は、売主に支払済の手

付金を放棄して、それぞれこの契約を解除することができる。 

  ２ 前項による解除は、相手方がこの契約の履行に着手したとき、又は標記の期日を経過

したとき以降は、できないものとする。 

（引渡前の滅失・毀損） 

第 17条 本物件の引渡し前に、天災地変その他売主又は買主のいずれの責にも帰することがで

きない事由によって、本物件が滅失し売主がこれを引き渡すことができなくなったときは、

買主は売買代金の支払いを拒むことができ、売主又は買主はこの契約を解除することができ

る。 

  ２ 本物件の引渡前に、前項の事由によって本物件が毀損したときは、売主は、本物件を

修復して買主に引き渡すものとする。この場合、修復によって引渡しが標記の期日を超

えても、買主は売主に対し、その引渡し延期について異議を述べることはできない。 

  ３ 売主は、前項の修復が著しく困難なとき、又は過大な費用を要するときは、この契約

を解除することができるものとし、買主は、本物件の毀損により契約の目的が達せられ

ないときは、この契約を解除することができる。 

  ４ 第１項又は前項によってこの契約が解除された場合、売主は、受領済みの金員を無利

息で遅滞なく買主に返還しなければならない。 

（契約不適合を除く契約違反による解除） 

第 18 条 売主又は買主は、相手方がこの契約に定める債務を履行しないとき、その相手方は、

自己の債務の履行を提供し、かつ、相当の期間を定めて催告したうえ、この契約を解除する

ことができる。 

  ２ 前項の契約解除がなされた場合、売主又は買主は、相手方に標記の違約金を請求する

ことができる。ただし、債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして相手

方の責めに帰することができない事由によるものであるときは、違約金の請求はできな

いものとする。 

      ３ 前項の違約金に関しては、現に生じた損害額の多寡を問わず、相手方に増減を請求す

ることはできないものとする。 

  ４ 違約金の支払は、次のとおり、遅滞なくこれを行う。 

①売主の債務不履行により買主が解除したときは、買主は、受領済の金員に違約金を

付加して買主に支払う。 

    ②買主の債務不履行により売主が解除したときは、売主は、受領済の金員から違約金

を控除した残額を無利息で買主に返還する。この場合において、違約金の額が支払済の

金員を上回るときは、買主は、売主にその差額を支払うものとする。 

  ５ 買主が本物件の所有権移転登記を受け、又は本物件の引渡しを受けているときは、前

項の支払を受けるのと引換えに、その登記の抹消登記手続、又は本物件の返還をしなけれ

ばならない。 

  ６ 本条の規定は、第 21条に定める契約不適合による契約の解除には適用されないものと

する。 

（反社会的勢力の排除） 

第 19条 売主及び買主は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。 

    ①自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成

員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。 

    ②自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）

が反社会的勢力ではないこと。 

契約不適合の事由以外の

契約違反により契約が解

除された場合の処理方法

を定めています。 

やむを得ず解除をする場

合は、内容証明などの書面

で通知します。 

各種負担金がある場合

の精算方法が定められ

ています。 

手付放棄・手付倍返しによる

契約の解除規定です。 

売主が宅建業者の場合、

売買代金の 20％を超え

る違約金の額を定めるこ

とはできません。 

反社会的勢力(暴力団等)

の排除特約です。不動産

取引(売買・賃貸借)から、

反社会的勢力を排除する

ために、この特約を入れ

ています。 

危険負担特約といわれる

ものです。大事な特約です

ので、内容を理解しておき

ましょう。 
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    ③反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものではないこと。 

    ④本物件の引き渡し及び売買代金の全額の支払いのいずれもが終了するまでの間に自

ら又は第三者を利用して、この契約に関して次の行為をしないこと。 

     ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 

     イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

  ２ 売主又は買主の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何

らの催告を要せずして、この契約を解除することができる。 

     ア 前項①又は②の確約に反する申告をしたことが判明した場合 

     イ 前項③の確約に反し契約をしたことが判明した場合 

     ウ 前項④の確約に反した行為をした場合 

  ３ 買主は、売主に対し、自ら又は第三者をして本物件を反社会的勢力の事務所その他の

活動の拠点に供しないことを確約する。 

  ４ 売主は、買主が前項に反した行為をした場合には、何らの催告を要せずして、この契

約を解除することができる。 

  ５ 第２項又は前項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、その

相手方に対し、違約金（損害賠償額の予定）として金○○○○円（売買代金の 20％相当

額）を支払うものとする。 

  ６ 第２項又は第４項の規定によりこの契約が解除された場合には、解除された者は、解

除により生じる損害について、その相手方に対し、一切の請求を行わない。 

  ７ 買主が第３項の規定に違反し、本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に

供したと認められる場合において、売主が第４項の規定によりこの契約を解除するとき

は、買主は、売主に対し、第５項の違約金に加え、金○○○○円（売買契約の 80％相当

額）の違約罰を制裁金として支払うものとする。ただし、宅地建物取引業者が自ら売主

となり、かつ宅地建物取引業者でない者が買主となる場合は、この限りでない。 

（融資利用の場合） 

第 20条 買主は、この契約締結後すみやかに、標記の融資のために必要な書類をそろえ、その

申込み手続きをしなければならない。 

  ２ 標記の融資承認予定日のうち最終の予定日までに、前項の融資の全部又は一部につい

て了承を得られない場合、この契約は自動的に消滅する。 

  ３ 前項によってこの契約が消滅した場合、売主は、受領済の金員を無利息で遅滞なく買

主に返還しなければならない。 

（契約不適合責任） 

第 21条 引き渡された本物件が種類又は品質に関してこの契約の内容に適合しないものである

とき（以下「契約不適合」という。）は、買主は、売主に対し、本物件の修補を請求するこ

とができる。この場合、売主又は買主は、相手方に対し、修補の方法に関し協議の申し入れ

をすることができる。 

  ２ 引き渡された本物件に契約不適合があるときは、その契約不適合がこの契約及び取引

上の社会通念に照らして売主の責めに帰することができない事由によるものであるとき

を除き、買主は、売主に対し、修補に代え、又は修補とともに損害賠償を請求すること

ができる。 

  ３ 引き渡された本物件に契約不適合があるときは、買主は、売主に対し、相当の期間を

定めて本物件の修補を催告したうえ、この契約を解除することができる。ただし、その

契約不適合によりこの契約を締結した目的が達せられないときに限り解除できるものと

する。 

  ４ 買主が前項に基づきこの契約を解除し、買主に損害がある場合には、その契約不適合

がこの契約及び取引上の社会通念に照らして売主の責めに帰することができない事由に

よるものであるときを除き、買主は、売主に対し損害賠償を請求することができる。こ

の場合、標記の違約金の定めは適用されないものとする。 

既存住宅では、重要なポイ

ントです。契約不適合責任

の期間、範囲等を十分に確

認することが大切です。 

ローン等を利用する場合、

この特約条項があること

を確認してください。 

買主は、速やかに借入手続

をする義務があります。 

一定の手続をしなかった

場合、本条項による契約の

自動消滅とならない場合

があります。 
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  ５ 買主は、この契約を締結したときに本物件に契約不適合があることを知っていた場合、

又は本物件の引渡し後標記に定めた期間を経過するまでに売主に本物件に契約不適合が

ある旨を通知しなかった場合、売主に対して本条に定める権利を行使できないものとす

る。 

（諸規約の承継） 

第 22 条 売主は、買主に対して、環境の維持又は管理の必要上定められた規約等に基づく売主

の権利・義務を承継させ、買主はこれを承継する。 

（協議事項） 

第23条 この契約に定めがない事項、又はこの契約条項に解釈上疑義が生じた事項については、

民法その他関係法規及び不動産取引の慣行に従い、売主及び買主が、誠意を持って協議し、

定めるものとする。 

（特約条項） 

第 24 条 買主は、後期表示不動産（以下「手持物件」という）の売却代金をもって本物件の購

入代金を弁済するため、○年○月○日までに当該手持物件が、金○○○○円以上で売却でき

なかったとき、又はその売却代金が受領できなかったときは、この契約は自動的に消滅する。 

  ２ 前項によりこの契約が消滅したときは、売主はすみやかに受領済の金員を全額無利息

にて買主に返還しなければならない。 

 

 ＜後記の表示不動産は省略＞ 

 

令和〇年〇月〇日 

 

売主    住  所 ○○区○○ ○丁目２－３ 

      氏  名 渋谷 花子           印 

買主    住  所 ○○区○○ ○丁目４－５ 

      氏  名 新宿 太郎           印 

媒介業者  免許証番号  東京都知事（○）第○○○○号 

      事務所所在地 ○○区○○ ○丁目７－８ 

      商号（名称） □□土地建物株式会社 

      代表者氏名  代表取締役 千代田 次郎  印 

     宅地建物取引士 
      氏  名   文京 四郎         印 
      登録番号   （○○）第○○○○号 

媒介業者  免許証番号  東京都知事（○）第○○○○号 

      事務所所在地 ○○区○○ ○丁目５－６ 

      商号（名称） △△不動産株式会社 

      代表者氏名  代表取締役 中央 一郎   印 

     宅地建物取引士 
      氏  名   豊島 三郎         印 
      登録番号   （○○）第○○○○号 

 

契約の当事者は売主と

買主であり、各々が契約

についての責任を負い

ます。宅建業者は媒介の

立場です。 

買換えの場合で、購入物件

の契約が先行する場合、こ

のような買換特約を付け

るようにしましょう。 

この特約は、売却ができ

ないときは、「当然に契

約が消滅する」としたも

のです（解除条件型）。 

売却ができなかったと

き、「買主は、契約を解

除できる」とする場合も

あります（解除権留保

型）。 
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(3) 決済と引渡し 

 決済とは、買主が売主に対して、売買契約時に支払った手付金や中間金以外の残代
金全額を支払うことをいいます。 
 これに対し、引渡しとは、売主が売買代金の受領と引き換えに、買主に住宅を引き
渡し、所有権移転登記の申請手続を行うことをいいます。この際、住宅に抵当権等が
ある場合は、当該権利を抹消して移転登記を行うことが一般的です。 

 売主は、決済・引渡しまでに、敷地の境界の明示など売買契約書に定められた条項
の手続を行うことが必要となります。また、引き渡す住宅と契約関係書類に添付され
た「物件状況等報告書」及び「設備表」等との整合性を再確認しておくことも必要で
す。 
 一方、買主においては、重要事項説明書や売買契約書等で示された住宅の状況や付
帯設備などの有無とその状況、敷地境界等を確認するとともに、引き渡される関係書
類を確認することが大切です。 

 なお、関係書類は、住宅履歴として、今後の維持管理のために重要な情報となりま
す。大切に整理保管してください。 
 

 【参考】 既存戸建住宅の取得時に必要となる主な費用 

支払先 支払時期 ※

購入費 売主 物件引渡時 ○

消費税 売主（税務署） 物件引渡時 △

印紙税（売買契約） 税務署（契約書に貼付） 売買契約締結時 ○

登録免許税（移転登記） 法務局（登記所） 登記申請時 ○

登記手数料（移転登記） 司法書士 登記申請依頼時 ○

不動産取得税 都道府県税務事務所 物件取得後一定期間後 ○

仲介（媒介）手数料 仲介（媒介）業者 物件引渡時 △

印紙税（住宅ローン契約） 税務署（契約書に貼付） 住宅ローン契約締結時 ○

融資手数料 借入先金融機関 資金交付時 ○

物件検査手数料（フラット３５の場合）検査機関・適合証明技術者 検査申請時 △

保証料 保証会社 資金交付時 △

火災保険料・地震保険料 損害保険会社 資金交付時 ○

団体信用生命保険料 生命保険会社 資金交付時 △

登録免許税（抵当権設定登記） 法務局（登記所） 登記申請時 △

登録免許税（抵当権設定登記） 司法書士 登記申請依頼時 △

引越代 運送業者 引っ越し時 ○

粗大ごみ処分費 ごみ処分業者など ごみ処分時 △

挨拶料 近隣住人 入居時 ○

耐久消費財購入費 － 購入時 △

※　「○」は主に必要なもの、「△」は場合によって必要となるもの

住宅
取得費

諸
費
用

取
得
費
用

ロ
ー

ン
手
続
費
用

そ
の
他

税金・諸費用の種類
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附章 関連する制度や相談窓口等の案内

１ 既存住宅売買に関連する国や都の制度

(1) 安心Ｒ住宅制度（国）

「安心Ｒ住宅」とは、耐震性があり、インスペクション（建物状況調査等）が行
われた住宅であって、リフォーム等について情報提供が行われる既存住宅に対し、
国の関与のもとで事業者団体が標章（マーク）を付与する仕組みです（平成 30年度
から、マークの使用を開始）。具体的な要件等は、以下の図をご覧ください。

なお、安心Ｒ住宅のロゴマークを使用できる事業者団体は、令和２年２月現在で
９団体あります。また、平成 30年度中に 1,266 件（全国）の既存住宅が安心Ｒ住
宅として流通するなど、安心して購入できる住宅の目印として普及が進んできてい
ます。

☆制度の詳細、最新の登録団体一覧等はこちら →
  （http:// www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000038.html）

（資料）国土交通省資料
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附章 関連する制度や相談窓口等の案内

１ 既存住宅売買に関連する国や都の制度

(1) 安心Ｒ住宅制度（国）

「安心Ｒ住宅」とは、耐震性があり、インスペクション（建物状況調査等）が行
われた住宅であって、リフォーム等について情報提供が行われる既存住宅に対し、
国の関与のもとで事業者団体が標章（マーク）を付与する仕組みです（平成 30年度
から、マークの使用を開始）。具体的な要件等は、以下の図をご覧ください。

なお、安心Ｒ住宅のロゴマークを使用できる事業者団体は、令和２年２月現在で
９団体あります。また、平成 30年度中に 1,266 件（全国）の既存住宅が安心Ｒ住
宅として流通するなど、安心して購入できる住宅の目印として普及が進んできてい
ます。

☆制度の詳細、最新の登録団体一覧等はこちら →
  （http:// www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000038.html）

（資料）国土交通省資料

(2) 東京都既存住宅流通促進事業者グループ登録制度 

 「東京都既存住宅流通促進事業者グループ登録制度」は、既存住宅の売買に関連
する様々な事業者が連携して消費者にワンストップで相談対応等を行うグループ
を、東京都が登録・公表する制度です。 

 なお、登録を受けた事業者グループは、令和２年２月現在で６グループあり、都
内 34か所にワンストップ対応窓口が設けられています。身近な場所で気軽に相談で
きますので、是非ご利用ください。 

☆制度の詳細、最新の登録グループ一覧等はこちら →  
  （http:// www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/bunyabetsu/jutaku_fudosan/seido.html） 
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２ 相談窓口等の案内 

(1) 東京都の相談窓口等 
担当部署・名称 電話・ホームページ 

住宅政策本部住宅企画部不動産業課 
○不動産取引に関する相談 

電話  03-5320-5071 
・面談相談当日受付：9：00～11：00 13：00～16：00 

○宅建業者名簿の閲覧 電話 03-5320-5072 
・閲覧窓口：都庁第二本庁舎 3階北側 
・開設時間：9:00～17:00 
・閲覧手数料：1件につき 300 円 

○宅建業者の免許情報提供サービス ☆http://www.takken.metro.tokyo.lg.jp/ 
住宅政策本部住宅企画部民間住宅課 
○本ガイドブックに関すること 電話 03-5320-5006 

消費生活総合センター 
○商品やサービスなどの苦情・トラ
ブルに関すること 

電話 03-3235-1155 
☆http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/ 

(2) 不動産関係団体の相談窓口等 
名称 電話・ホームページ 

公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支
援センター【住まいるダイヤル】 
○リフォームから住宅相談に関する全般 

電話 0570-016-100（10:00～17:00） 
（土日祝祭日、年末年始を除く） 

☆http://www.chord.or.jp/ 
公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 
 ○不動産広告に関する相談 電話 03-3261-3811（平日 9:00～17:30） 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会    
（不動産無料相談所） 
○一般相談 
○弁護士による法律相談 

電話 03-3264-8000（平日 10:00～15:00） 
・なお、弁護士相談は、第１・第３水曜日の

10:00～15:00 で予約制、来所のみ 

公益社団法人全日本不動産協会東京都本部  
（（一社）全国不動産協会（TRA）不動産相談室） 
○電話相談 
○法律相談、税務相談（予約制、面談） 

 

電話 03-5338-0370（相談室専用電話） 
・電話相談 平日 10:00～12:00、13:00～16:00 
      （火水金は、13:00～16:00 のみ） 
・法律相談 奇数週の火、偶数週の火木 13:00～16:00 
・税務相談 第２水曜日 13:00～16:00 

一般社団法人不動産流通経営協会 電話 03-5733-2271 
  （9:00～17:00、土日祝祭日を除く） 

一般財団法人不動産適正取引推進機構 
○不動産取引全般 
○「不動産売買の手引」の発行 

 
電話 03-3435-8111 

 
 (3) 税の特例措置（住宅ローン減税など）に関する相談窓口等 

名称 ホームページ等 
国税庁タックスアンサー 
○国税（所得税（住宅ローン減税）等） 

☆https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/ 
taxanswer/index2.htm 又は、最寄りの税務署へ 

都税Ｑ＆Ａ 
 ○不動産取得税、23 区内の固定資産税等 

☆https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/shitsumon/ 
index.html 又は、最寄りの都税事務所へ 

市町村税（市町村の固定資産税等） お住まいの市町村へ 
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① 土地・建物の権利関係及び履歴並びに住環境に関するチェックリスト 

 
 

Ａ 土地・建物の権利関係の確認

a 設定　□有　□無
（抹消　□済　□未）

b □済　□未 

c □一致　□不一致 

Ｂ 土地が借地の場合の確認（売主は必ず確認の上、買主に情報提供してください。)

a □有　□無
（□地上権　□賃借権　）

b □済　□未 

c □有　□無

Ｃ 売買に当たって必要な土地建物の関係書類の確認

a □有　□無

b □有　□無

c 建築確認関係書類

  確認済証及び申請書副本 □有　□無

  検査済証 □有　□無

d 住宅履歴関連書類

d-1   建築工事請負契約書又は不動産売買契約書 □有　□無

d-2   （新築時）建築設計図書 □有　□無

d-3   （新築時）工事記録書 □有　□無

d-4 　（リフォーム時）契約書 □有　□無

d-5 　（リフォーム時）工事記録書 □有　□無

e 耐震診断報告書 □有　□無

f アスベスト使用調査報告書 □有　□無

g 地盤調査報告書 □有　□無

h 住宅性能評価書、既存住宅性能評価書 □有　□無

i 長期優良住宅認定通知書 □有　□無

j 建物状況調査結果報告書 □有　□無

k 省エネルギーに関する書類（ ）□有　□無

l その他（ ）□有　□無

Ｄ 住環境に関する確認

a □有　□無
（　　　　　　　　　　　　　　　）

b 過去に浸水、火災等の被害がありましたか。 □有　□無
（　　　　　　　　　　　　　　　）

c □有　□無
（　　　　　　　　　　　　　　　）

d 近隣に建築計画がありますか。 □有　□無　□不明
（　　　　　　　　　　　　　　　）

e □有　□無
（概要)

f □有　□無　□不明
（　　　　　　　　　　　　　　　）

g □無　□有　□不明
（　　　　　　　　　　　　　　　）

h 近隣からの振動・騒音・臭気等がありますか。 □有　□無
（　　　　　　　　　　　　　　　）

相続などによる所有権の変更

売主と所有者の関係

土地や建物への抵当権等（第三者の権利）は抹消さ
れていますか。

地上権の設定契約又は土地の賃借権契約はあります
か。

近隣との申合せ事項（自治会・町内会等での協定
や負担金の取決め等）がありますか。

周辺のまちづくり計画がありますか。
（道路計画、都市計画、まちづくり協議会活動等）

周辺環境に影響を及ぼすような施設（ごみ処理場
等）がありますか。

売却について地主の了解は取れていますか。

譲渡承諾料や名義変更に伴う更新料の取決めはあり
ますか。

登記済証（権利証）又は登記識別情報

境界確認書及び測量図（敷地境界の確定図）

テレビ、携帯電話などに対する電波障害があります
か。

近隣も含め過去に重大な事件、死亡事故等の発生が
ありましたか。

【 付 録 】「物件チェックリスト」（記入用） ２ 相談窓口等の案内 

(1) 東京都の相談窓口等 
担当部署・名称 電話・ホームページ 

住宅政策本部住宅企画部不動産業課 
○不動産取引に関する相談 

電話  03-5320-5071 
・面談相談当日受付：9：00～11：00 13：00～16：00 

○宅建業者名簿の閲覧 電話 03-5320-5072 
・閲覧窓口：都庁第二本庁舎 3階北側 
・開設時間：9:00～17:00 
・閲覧手数料：1件につき 300 円 

○宅建業者の免許情報提供サービス ☆http://www.takken.metro.tokyo.lg.jp/ 
住宅政策本部住宅企画部民間住宅課 
○本ガイドブックに関すること 電話 03-5320-5006 

消費生活総合センター 
○商品やサービスなどの苦情・トラ
ブルに関すること 

電話 03-3235-1155 
☆http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/ 

(2) 不動産関係団体の相談窓口等 
名称 電話・ホームページ 

公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理支
援センター【住まいるダイヤル】 
○リフォームから住宅相談に関する全般 

電話 0570-016-100（10:00～17:00） 
（土日祝祭日、年末年始を除く） 

☆http://www.chord.or.jp/ 
公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 
 ○不動産広告に関する相談 電話 03-3261-3811（平日 9:00～17:30） 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会    
（不動産無料相談所） 
○一般相談 
○弁護士による法律相談 

電話 03-3264-8000（平日 10:00～15:00） 
・なお、弁護士相談は、第１・第３水曜日の

10:00～15:00 で予約制、来所のみ 

公益社団法人全日本不動産協会東京都本部  
（（一社）全国不動産協会（TRA）不動産相談室） 
○電話相談 
○法律相談、税務相談（予約制、面談） 

 

電話 03-5338-0370（相談室専用電話） 
・電話相談 平日 10:00～12:00、13:00～16:00 
      （火水金は、13:00～16:00 のみ） 
・法律相談 奇数週の火、偶数週の火木 13:00～16:00 
・税務相談 第２水曜日 13:00～16:00 

一般社団法人不動産流通経営協会 電話 03-5733-2271 
  （9:00～17:00、土日祝祭日を除く） 

一般財団法人不動産適正取引推進機構 
○不動産取引全般 
○「不動産売買の手引」の発行 

 
電話 03-3435-8111 

 
 (3) 税の特例措置（住宅ローン減税など）に関する相談窓口等 

名称 ホームページ等 
国税庁タックスアンサー 
○国税（所得税（住宅ローン減税）等） 

☆https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/ 
taxanswer/index2.htm 又は、最寄りの税務署へ 

都税Ｑ＆Ａ 
 ○不動産取得税、23 区内の固定資産税等 

☆https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/shitsumon/ 
index.html 又は、最寄りの都税事務所へ 

市町村税（市町村の固定資産税等） お住まいの市町村へ 
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② 敷地に関するチェックリスト 

 

Ａ 敷地や建物に関する確認

a 敷地や道路との境界に境界標（杭や
鋲）はありますか。

□全ての境界にある　□無い箇所がある
（箇所： )

b 建物、設備、門・塀等の工作物の一部
が、隣地に（又は隣地から）はみ出し
ていませんか。

□有　□無
（状況：
（□屋根　□庇　□門・塀　□樹木
　□その他（　　　　　　　　　　））

）

c 敷地の境界の扱いや管理方法等に関し
て隣地等との取決めはありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

d 境界上又は境界付近の塀・門等の帰属
はどのようになっていますか。

□全て自己所有　　□全て隣接者の所有
□一部自己所有・共有（
□全て共有（

）
）

e 私道の負担等に関して隣地等との取決
めはありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

f 地盤沈下・軟弱について気付いた点は
ありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

g 擁壁等の工作物について気付いた点
（ひび割れ、ずれ、水抜き孔の状況
等）がありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

Ｂ 地歴等に関する確認（売主は分かる範囲で買主に情報提供）

a 従前の敷地の状況について □住宅地　□非住宅用地　□不明

※造成地の場合、造成の種類 □切土　□盛土　□不明

※造成前の用途 □田　□畑　□沼地　□その他（
□不明

）

b 土壌汚染等に関する情報はありますか。 □有　□無　□不明
（ ）

c 敷地内に残存物・埋設物はありますか。 □有　□無　□不明
（ ）

Ｃ 埋設配管に関する確認

a 隣接敷地内を通るもの、又は隣接敷地
の所有者等の配管が当該敷地内を通る
ものがありますか。

□有　□無　□不明

※有の場合 □自己所有配管が隣地に埋設
□隣地配管が自己の敷地内を通っている

※有の場合の配管の種類 □給水管　□排水管　□ガス管
□その他（ ）

※有の場合の地役権の設定 □有　□無

Ｄ 法令制限に関する確認

a 使用建ぺい率・容積率は、指定建ぺい率・容積率の範囲内ですか。

建ぺい率 □範囲内　□範囲外　□不明
（実際　　　　　％、指定　　　　％）

容積率 □範囲内　□範囲外　□不明
（実際　　　　　％、指定　　　　％）

b 敷地は、幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以
上接していますか。

□いる　　□いない
（ ）

c 敷地が接している道路が幅員４ｍ未満
の場合、道路の中心線から２ｍ後退し
ていますか。

□いる　　□いない
（ ）

【 付 録 】「物件チェックリスト」（記入用） 

*

*

*

*
*
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② 敷地に関するチェックリスト 

 

Ａ 敷地や建物に関する確認

a 敷地や道路との境界に境界標（杭や
鋲）はありますか。

□全ての境界にある　□無い箇所がある
（箇所： )

b 建物、設備、門・塀等の工作物の一部
が、隣地に（又は隣地から）はみ出し
ていませんか。

□有　□無
（状況：
（□屋根　□庇　□門・塀　□樹木
　□その他（　　　　　　　　　　））

）

c 敷地の境界の扱いや管理方法等に関し
て隣地等との取決めはありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

d 境界上又は境界付近の塀・門等の帰属
はどのようになっていますか。

□全て自己所有　　□全て隣接者の所有
□一部自己所有・共有（
□全て共有（

）
）

e 私道の負担等に関して隣地等との取決
めはありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

f 地盤沈下・軟弱について気付いた点は
ありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

g 擁壁等の工作物について気付いた点
（ひび割れ、ずれ、水抜き孔の状況
等）がありますか。

□有　□無　□不明
（ ）

Ｂ 地歴等に関する確認（売主は分かる範囲で買主に情報提供）

a 従前の敷地の状況について □住宅地　□非住宅用地　□不明

※造成地の場合、造成の種類 □切土　□盛土　□不明

※造成前の用途 □田　□畑　□沼地　□その他（
□不明

）

b 土壌汚染等に関する情報はありますか。 □有　□無　□不明
（ ）

c 敷地内に残存物・埋設物はありますか。 □有　□無　□不明
（ ）

Ｃ 埋設配管に関する確認

a 隣接敷地内を通るもの、又は隣接敷地
の所有者等の配管が当該敷地内を通る
ものがありますか。

□有　□無　□不明

※有の場合 □自己所有配管が隣地に埋設
□隣地配管が自己の敷地内を通っている

※有の場合の配管の種類 □給水管　□排水管　□ガス管
□その他（ ）

※有の場合の地役権の設定 □有　□無

Ｄ 法令制限に関する確認

a 使用建ぺい率・容積率は、指定建ぺい率・容積率の範囲内ですか。

建ぺい率 □範囲内　□範囲外　□不明
（実際　　　　　％、指定　　　　％）

容積率 □範囲内　□範囲外　□不明
（実際　　　　　％、指定　　　　％）

b 敷地は、幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以
上接していますか。

□いる　　□いない
（ ）

c 敷地が接している道路が幅員４ｍ未満
の場合、道路の中心線から２ｍ後退し
ていますか。

□いる　　□いない
（ ）

【 付 録 】「物件チェックリスト」（記入用）  
③ 建物等に関するチェックリスト 

 

Ａ 雨漏り 状況 修繕時期・現状等

天井 □有　□無　□修繕済

ドア・サッシ周辺 □有　□無　□修繕済

内壁 □有　□無　□修繕済

小屋組・軒裏 □有　□無　□修繕済

バルコニー □有　□無　□修繕済

その他（　　　　　　） □有　□無　□修繕済

Ｂ 結露・カビ 状況 修繕時期・現状等

天井 □有　□無　□修繕済

壁 □有　□無　□修繕済

床 □有　□無　□修繕済

収納 □有　□無　□修繕済

サッシ □有　□無　□修繕済

浴室・洗面所 □有　□無　□修繕済

その他（　　　　　　） □有　□無　□修繕済

Ｃ 腐食（木部・鉄部） 状況 修繕時期・現状等

天井 □有　□無　□修繕済

壁 □有　□無　□修繕済

小屋組・軒裏 □有　□無　□修繕済

バルコニー □有　□無　□修繕済

床下（土台・床組） □有　□無　□修繕済

その他（　　　　　　） □有　□無　□修繕済

Ｄ シロアリの被害 状況 修繕時期・現状等

床下（土台・床組） □有　□無　□修繕済

その他（　　　　　　） □有　□無　□修繕済

予防工事の実施 □有　□無　□不明

Ｅ 建物躯体の傾き、沈み 状況 修繕時期・現状等

壁 □有　□無　□修繕済

床、階段 □有　□無　□修繕済

バルコニー □有　□無　□修繕済

その他（　　　　　　） □有　□無　□修繕済

Ｆ 建具の不具合 状況 修繕時期・現状等

ドア □有　□無　□修繕済

サッシ □有　□無　□修繕済

シャッター・雨戸 □有　□無　□修繕済

引き戸（ふすま・障子含む） □有　□無　□修繕済

その他（　　　　　　） □有　□無　□修繕済

Ｇ 基礎 状況 修繕時期・現状等

ひび割れ、欠損 □有　□無　□修繕済

Ｈ 給水・排水設備 状況 修繕時期・現状等

故障 □有　□無　□修繕済

漏水・赤水 □有　□無　□修繕済

Ｉ その他

【 付 録 】「物件チェックリスト」（記入用） 
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④ 設備・工作物に関するチェックリスト 

 

 

　
　名　称 付帯機能等

設備・工作物の
有無

備　考
（故障・不具合がある場合の

箇所や具体的内容等）
流し台 □有　□無

浄水器 □有　□無

レンジフード・換気扇 □有　□無

コンロ（ガス・IH・他） □有　□無

ビルトイン型オーブン
（ガス・電気）

□有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無

シャワー □有　□無

□有　□無
特定保守製品の表示

□有　□無
追炊き □有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無
その他（　　　　） □有　□無

洗面台 □有　□無

鏡 □有　□無

シャワー □有　□無

コンセント □有　□無

くもり止め □有　□無

その他（　　　　） □有　□無

保温機能 □有　□無

洗浄機能 □有　□無

洗濯機用防水パン □有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

冷暖房機（電気・ガス） □有　□無 　　台

□有　□無 　　台

特定保守製品の表示

□有　□無

冷房機（電気・ガス） □有　□無 　　台

床暖房設備（電気・ガス） □有　□無 　　箇所

その他（　　　　　　） □有　□無

屋内照明器具 □有　□無

屋外照明器具 □有　□無

吊り戸棚 □有　□無

床下収納 □有　□無

屋根裏収納 □有　□無

地上波用TVアンテナ □有　□無

BS/CSアンテナ □有　□無

ケーブルTV □有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

照
明

収
納

冷
暖
房
関
係

暖房機（※１）
（電気・ガス・石油）

テ
レ
ビ
視
聴

水
ま
わ
り
部
門

ビルトイン型食器洗浄乾
燥機（※１）

ガス湯沸かし器(個別)
（※１）

給湯器（※１）
（電気・ガス・石油・太
陽熱／ヒートポンプ／燃
料電池）

居
住
空
間
部
門

浴
室
・
洗
面
設
備
関
係

キ
ッ

チ
ン
関
係

給
湯
設
備

そ
の
他

浴室内乾燥機
（※１）

風呂がま（※１）

浴室設備一式

洗面設備一式

トイレ設備一式

【 付 録 】「物件チェックリスト」（記入用） 
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④ 設備・工作物に関するチェックリスト 

 

 

　
　名　称 付帯機能等

設備・工作物の
有無

備　考
（故障・不具合がある場合の

箇所や具体的内容等）
流し台 □有　□無

浄水器 □有　□無

レンジフード・換気扇 □有　□無

コンロ（ガス・IH・他） □有　□無

ビルトイン型オーブン
（ガス・電気）

□有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無

シャワー □有　□無

□有　□無
特定保守製品の表示

□有　□無
追炊き □有　□無

□有　□無

特定保守製品の表示

□有　□無
その他（　　　　） □有　□無

洗面台 □有　□無

鏡 □有　□無

シャワー □有　□無

コンセント □有　□無

くもり止め □有　□無

その他（　　　　） □有　□無

保温機能 □有　□無

洗浄機能 □有　□無

洗濯機用防水パン □有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

冷暖房機（電気・ガス） □有　□無 　　台

□有　□無 　　台

特定保守製品の表示

□有　□無

冷房機（電気・ガス） □有　□無 　　台

床暖房設備（電気・ガス） □有　□無 　　箇所

その他（　　　　　　） □有　□無

屋内照明器具 □有　□無

屋外照明器具 □有　□無

吊り戸棚 □有　□無

床下収納 □有　□無

屋根裏収納 □有　□無

地上波用TVアンテナ □有　□無

BS/CSアンテナ □有　□無

ケーブルTV □有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

照
明

収
納

冷
暖
房
関
係

暖房機（※１）
（電気・ガス・石油）

テ
レ
ビ
視
聴

水
ま
わ
り
部
門

ビルトイン型食器洗浄乾
燥機（※１）

ガス湯沸かし器(個別)
（※１）

給湯器（※１）
（電気・ガス・石油・太
陽熱／ヒートポンプ／燃
料電池）

居
住
空
間
部
門

浴
室
・
洗
面
設
備
関
係

キ
ッ

チ
ン
関
係

給
湯
設
備

そ
の
他

浴室内乾燥機
（※１）

風呂がま（※１）

浴室設備一式

洗面設備一式

トイレ設備一式

【 付 録 】「物件チェックリスト」（記入用） 

 

※１ 「消費生活用製品安全法」により、消費者自身による保守が難しく、経年劣化による重大事故の
発生のおそれが高い製品について定めた「特定保守製品」に該当する場合があります。 
平成 21 年 4月 1日以降に製造・輸入された「特定保守製品」の所有者は、製造事業者等に対
して所有者情報を提供しなければなりません。「特定保守製品」と表示されている場合は、以下
の項目を売主から買主へ伝えてください。 
①製造メーカーより点検等を受けるためには、所有者情報の提供(登録・変更)が必要となります。 
②該当製品は、製造メーカーが定めた点検期間に点検を行う必要があります。 
③製造メーカーへの連絡先は製品に表示されています。 

 
※２ 住宅用火災警報器は、火災により発生する煙を感知し、音や音声により警報を発して火災の発

生を知らせる機器です。消防法の改正により、新築では平成 18 年６月１日から、既存住宅では
平成 23 年６月１日までに、すべての戸建住宅やアパート・マンションなどに火災警報器等の設
置が義務付けられました。 

 
 
 
 
 
 
 
 

　
　名　称 付帯機能等

設備・工作物の
有無

備　考
（故障・不具合がある場合の

箇所や具体的内容等）
24時間換気システム □有　□無

住宅用火災警報器（※２） □有　□無

ガス警報器 □有　□無

太陽光発電装置 □有　□無

インターホン モニター(□有・□無) □有　□無

インターネット □有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

下駄箱 □有　□無

納戸 □有　□無

畳・襖 □有　□無

カーペット(敷込のもの) □有　□無

カーテン・ブラインド等 □有　□無

カーテンレール ふさかけ(□有・□無) □有　□無

郵便受け □有　□無

物置 □有　□無

カーポート（車庫） □有　□無

門・塀 □有　□無

庭木・庭石 □有　□無

屋外水栓 □有　□無

その他（　　　　　　） □有　□無

居
住
空
間
部
門

玄
関
・
窓
・
そ
の
他
部
門

玄
関
・
窓
・
そ
の
他

そ
の
他

※１ 消費生活用製品安全法令の規定により、消費者自身による保守が難しく、経年劣化による重大事故の発
生のおそれが高い製品である「特定保守製品」に該当する場合があります。 

   平成 21 年４月１日以降に製造・輸入された「特定保守製品」の所有者は、製造事業者等に対して所有
者情報を提供しなければなりません。「特定保守製品」と表示されている場合は、以下の事項を売主から
買主へ伝えてください。 
①製造メーカーより点検等を受けるためには、所有者情報の提供(登録・変更)が必要となります。 
②該当製品は、製造メーカーが定めた点検期間に点検を行う必要があります。 
③製造メーカーへの連絡先は、製品に表示されています。 

 
※２ 住宅用火災警報器は、火災により発生する煙を感知し、音や音声により警報を発して火災の発生を知ら
せる機器です。消防法の改正により、新築では平成 18 年６月１日から、既存住宅では平成 23 年６月１日
までに、全ての戸建住宅やアパート・マンションなどに火災警報器等の設置が義務付けられました。 

 






